
                                 
 

藤沢市役所            記 者 発 表 資 料 

２０２５年（令和７年）７月２日 

 

藤沢記者クラブ各位 

 

藤沢市マルチパートナーシップ事例発表会を開催します！ 

～多様な主体との「共創」が起き続ける藤沢市をめざして～ 

 

藤沢市では、民間企業等多様な主体との連携を更に進めるため、本市と包括連携協

定を締結している企業等の取組事例等に関する事例発表会を開催します。 

今年度は包括連携協定締結企業等の取組事例の発表と、これまで社会・地域課題解

決に資する公民共創（産官学連携）を専門として、数百件の様々な分野にわたる企業

と行政のマッチング、コーディネート、コンサルティング、連携案件形成に携わられ

ている学校法人先端教育機構 事業構想大学院大学 事業構想研究所教授 河村  

昌美氏に講演いただきます。 

 

１ と き  

２０２５年（令和７年）７月１１日（金） 午後 2 時３０分から午後５時まで 

（開場：午後 2 時） 

 

２ ところ Ｆプレイス ホール 

 

３ 内 容 

（１）市と包括連携協定を締結している民間企業等の事例発表 

（２）講演 

講 師：学校法人先端教育機構  

事業構想大学院大学 事業構想研究所 教授 河村 昌美氏 

テーマ：「共創が起き続ける藤沢市をめざすには」  

 

４ 取材申込 

  ７月 8 日（火）までに本資料の問い合わせ先までご一報ください。 

 

 

 

（裏面につづく） 

 

 



５ 参考 

（１）藤沢市包括連携協定締結企業等（締結順、敬称略） 

・株式会社グッドイーティング 

（日本マクドナルド株式会社フランチャイジー）※事例発表なし 

・メルシャン株式会社藤沢工場 

・東京ガス株式会社※事例発表なし 

・東京ガスエネワーク株式会社※事例発表なし 

・株式会社セブン-イレブン・ジャパン 

・株式会社イトーヨーカ堂 

・東京海上日動火災保険株式会社 

・かながわ信用金庫 

・日本郵便株式会社 

・Fujisawa SST コンソーシアム 

 

（２）講師プロフィール 

学校法人先端教育機構 事業構想大学院大学 事業構想研究所 

教授 河村 昌美氏 

 

 大学卒業後に横浜市役所入庁。福祉、広報、教育部門を経て、

2004 年にアントレプレナーシップ事業（当時：庁内起業家制度）

により、日本初の「広告・ネーミングライツ事業（民間による行政資産の有効活

用推進事業）」に関する新規事業部門を設立及び推進。現在全国の地方自治体で

広く取り組まれている同事業のスタンダードとなるビジネスモデルを構築。その

後、2008 年に新設された共創推進事業本部（現：政策局共創推進室）の設立メ

ンバーとして、設立当初から 2021 年 3 月まで所属。社会・地域課題解決に資

する公民共創（産官学連携）を専門として、数百件の様々な分野にわたる企業と

行政のマッチング、コーディネート、コンサルティング、連携案件形成に携わる。 

2019 年からは、事業構想大学院大学事業構想研究所客員教授として、全国

の自治体や企業を対象に公民共創や地域活性化・地方創生、ＳＤＧｓなどに関す

る新規事業構想プロジェクト研究を担当。2021 年 4 月から事業構想大学院大

学教授、2024 年 4 月より現職。 

その他、全国での国・地方自治体や大学、学会、セミナーなどにおいて公民共

創に関するアドバイザー、講師を多数担当。法務博士（専門職）。 

 

 

                                以  上 

 

 

【この資料に関する問い合わせ先】 

藤沢市役所 市長室 共創推進課 

内 線：＊５５９１ 

担 当：吉田 森本 

直 通：0466(５０)８２６１ 


